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（ 事業の目的）  

第１ 条 社会福祉法人尚生会が設置運営する「 指定認知症高齢者グループホームグリ ーン

ハウスと ちぎ 」（ 以下「 事業所」） が行う 指定認知症対応型共同生活介護事業及び指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業の適切な 運営を 確保するために人員及び

管理運営に関する事項を 定め、 認知症の状態にある 高齢者に対し 、 適正な 指定認知

症対応型共同生活介護（ 介護予防認知症対応型共同生活介護） を 提供する こ と を 目

的と する。  

 

（ 運営方針）  

第２ 条 施設の介護従業者は、 認知症によっ て自立し た生活が困難になっ た入居者に対し 、

家庭的な環境のも と で、 食事、 入浴、 排泄等の日常生活の援助及び日常生活の中で

の心身の機能訓練を 行う こ と により 、 入居者がその有する能力に応じ 自立し た日常

生活を 営むこ と ができ るよう 努めるも のと する。  

 ２  事業実施に当たっ て は、 関係市町村、 地域の保険・ 医療・ 福祉サービス と の綿密な

連携を 図り 、 総合的なサービスの提供に努める も のと する。  

 ３  入居者の生命又は身体を 保護する ため、 緊急やむを 得ない場合を 除き 、 身体拘束そ

の他入居者の行動を制限する行為を 行なわない。  

 

（ 実施主体）  

第３ 条 事業の実施主体は、 社会福祉法人尚生会と する。  

 

（ 事業の名称等）  

第４ 条 事業所の名称及び住所地は次の通り と する。  

１  名 称  指定認知症高齢者グループホーム グリ ーンハウスと ちぎ 

２  所在地  栃木県芳賀郡茂木町茂木６ ３ 番２ ８  

 

（ 職員の職種、 員数及び職務内容）  

第５ 条 施設に勤務する職員の職種、 員数、 及び職務内容は次の通り と する。  

   １  管理者     ２ 名 

     管理者は施設の従業者の管理及び業務の管理を 行う 。  

   ２  計画作成担当者 １ 名（ 兼務）  

     計画作成担当者は認知症対応型共同生活介護計画（ 介護予防認知症対応型共同

生活介護計画） を 作成し 、 自ら も 介護を 行う 。  

   ３  介護職員    ６ 名以上 

     介護職員は、 適切な介護技術を も っ て、 入居者の心身の状況に応じ 、 自立支援

と 日常生活の充実に資するも のと する。  

   ４  看護職員    １ 名以上（ 兼務）  



     看護職員は、 入居者に対する 日常の健康管理、 状態悪化時における 対応、 医療

機関（ 主治医） と の連絡、 調整を 行う 。  

 

（ 利用定員）  

第６ 条 居室の定員は 1 名と し 、 利用定員 1 ユニッ ト 9 名と し 、 2 ユニッ ト 合わせて 18 名

と する。  

 ２  利用定員及び居室の定員を 超えて 入所さ せないも のと する。 但し 、 災害その他やむ

を 得ない事情がある場合はこ の限り でない。  

 

(内容及び利用料その他の費用の額) 

第７ 条 指定認知症対応型共同生活介護及び指定介護予防認知症対応型共同生活介護の内

容及び利用料等の額は厚生労働大臣が定める基準によるも のと し 、 当該指定認知症

対応型共同生活介護（ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護） が法定代理受領サ

ービスである と き は、 市町村が定めた負担割合に準じ た額と する。 詳細は、 別紙に

定める利用料金表の通り と する。  

 ２  前項の他、 次に掲げる費用の額の支払いを 受けるも のと する 。 詳細は、 別紙に定め

る利用料金表の通り と する。  

① 食費 

② 住居費 

③ 生活関連費 

④ 町外病院受診代 

⑤ レ ク リ エーショ ン費 

⑥ 理美容代 

⑦ オムツ代 

⑧ 教養娯楽費 

⑨ ク ラ ブ材料費 

⑩ 複写物の交付 

⑪ 抗原検査等実施代 

⑫ 前各号に掲げるも ののほか、日常生活においても 通常必要と なる費用で事業者

が適当と 判断し たも の。  

３  前項の費用の支払いを 受ける場合には、 入居者又はその家族に対し て事前に説明を

し 、 同意を 得るこ と と する。  

 

（ 入所・ 退所に当たっ ての留意事項）  

第８ 条 入居者は、 入所に当たっ て、 運営規定その他の規則を 遵守し 、 運営に必要な

事業者の指示に従う も のと する。 また、 退所の基準と し て、 要介護認定により 入居者

が「 自立」 又は「 要支援 1」 と 判定さ れた場合、 入居者から 申し 出があっ た場合、 施設



から 退所の申し 出を 行っ た場合、 施設の滅失や重大な毀損により 、 入居者に対するサ

ービスの提供が不可能になっ た場合、 施設が解散し た場合、 破産し た場合又はやむを

得ない事由により 施設を 閉鎖し た場合により 退所と なる（ 1 カ 月以上の入院又は入院が

見込まれる場合も 退所と なる場合がある）。  

 

（ 非常災害対策）  

第９ 条 事業所の消防計画に基づき 、 定期的に避難、 救出その他必要な訓練を 行う 。  

また、 地域住民と の連携が図れるよう に訓練参加が得ら れるよ う 努める。  

 

（ 緊急時の対応）  

第 10 条 入居者の心身の状態に異変が生じ た場合は、 看護職員を 中心と し て速やかに主治

医又は予め定めた協力医療機関への連絡を 行う 等の必要な措置を 講じ るも のと す

る。 又、 その他緊急事態への対応は、 別に定める非常時対応マニュ アルに基づい

て実施する。  

 

（ 重度化し た場合における対応の指針）  

第 11 条 入居者が重度化し た場合については本条各項に定める指針に基づき 対応に当たり 、

重要事項説明書により 入居者、 家族へ説明し 、 同意を 得た上で 実施する。  

    １  急性期における 医療と の連携体制 

      医療機関と の情報の共有に努め、 入退院時の情報交換及び入院中の定期的な

訪問等により 状況の把握に努める。  

    ２  入院期間における費用の取扱い 

入院期間における住居費、 食材料費、 生活関連費の各料金については算定せ

ず、 入居者及び家族の希望により 発生し たその他の費用については実費にて徴

収する。  

    ３  看取り に関する 考え方 

入居者及び家族の看取り についての意向を 定期的に確認し 、 介護計画に盛り

込み日常の医療機関と の連携及び介護を 実施する。  

    ４  重度化に伴う 医療機関又は介護保険施設への移行 

重度化に伴い主治医の意見を 聴取し た上で当ホームでの対応が困難と の結論

に至っ た場合、 家族、 入居者と 協議の上、 適切な医療機関、 施設への移行がス

ムーズに行えるよう 支援する。  

 

（ 勤務体制、 各研修及び会議等の確保）  

第 12 条 入居者に対し 、 適切な認知症対応型共同生活介護（ 介護予防認知症対応型強雨堂

生活介護） を 提供でき るよう 、 従業者の勤務体制を 定めておく も のと する。  

２  前項の介護従業者の勤務体制を 定めるに当たっ ては、 入居者が安心し て 日常生活を



送れるこ と がで き るよう 、 継続性を 重視し たサービスの提供に配慮し なければなら な

い。  

３  介護従業者の資質向上を 図る為、 研修機会及び会議な どを 別紙事業計画書のと おり

と する。  

 

（ 秘密保持等）  

第 13 条 従業者は、 正当な理由なく 、 業務上知り 得た入居者又はその家族の秘密を 漏ら し

てはなら ないも のと する。  

 

（ 記録の整理）  

第 14 条 従業者、 設備、 備品及び会計に関する諸記録を 整理し ておく も のと する。  

 ２  入居者に対するサービス提供に係る諸記録を 整理し 、 その完結の日から ５ 年間保存

するも のと する。  

 

（ ハラス メ ント 対策の強化）  

第 15 条 事業所は、 適切なサービスの提供を 確保する観点から 、 職場において行われる性

的な言動又は優越的な関係を 背景と し た言動であっ て業務上必要かつ相当な 範囲

を 超え たも のにより 従業員の就業環境が害さ れるこ と を 防止する ための方針の明

確化等の必要な措置を 講ずるも のと する。  

 

（ 高齢者虐待防止の推進）  

第 16 条 事業所は、 入居者の人権の擁護・ 虐待等の防止のため次の措置を講ずるも のと す

る。  

（ １ ） 責任者の選定（ 責任者： グループホーム管理者）  

（ ２ ） 虐待を 防止するための従業員に対する研修の実施（ 年２ 回）  

（ ３ ） 虐待に対する相談窓口の設置 

（ ４ ） その他虐待防止のために必要な措置 

 ２  事業者は、 サービス 提供中に、 当該事業所従業者又は擁護者（ 入居者の家族等高齢

者を 現に擁護する者） による 虐待を 受けたと 思われる 入居者を 発見し た場合は、 速や

かに、 こ れを 市町村に通報するも のと する。  

 

（ 感染症対策の強化）  

第 17 条 事業所は、 事業所において感染症が発生し 、 又はまん延し ないよう に、 次の各号

における措置を 講じ るも のと する。  

１   事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を 検討する委員会を お

おむね６ 月に１ 回以上開催すると と も に、 その結果について、 従業者に周知徹底を 図

る。  



２   施設における感染症の予防及びまん延防止のための指針を 整備する。  

３  事業所において、 従業者に対し 、 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓

練を 定期的に実施する。  

 

（ 業務継続に向けた取組の強化）  

第 18 条 事業所は、 感染症や非常災害の発生時において、 入居者に対する提供を 継続的に

実施するための、 及び非常時の体制で早期の業務再開を 図るための計画（ 以下「 業務

継続計画」 と いう 。） を 策定し 、 当該業務継続計画に従い必要な措置を講じ るも のと す

る。  

２  事業所は、 従業者に対し 、 業務継続計画について周知する と と も に、 必要な研修及び

訓練を 年 2 回以上実施するも のと する。  

３  事業所は、 定期的に業務継続計画の見直し を 行い、 必要に応じ て業務継続計画の変更

を 行う も のと する。  

 

（ その他運営についての留意事項）  

第 19 条 入居者の使用する施設、 食器その他の設備又は飲用に供する水、 食材料につい衛

生的な管理に努め、 衛生上必要な措置を 講ずる。  

２  事業所において感染症が発生し 、 又はまん延し ないよ う に必要な措置を 講ずるよう

に努める。  

３  認知症対応型共同生活介護計画又は介護予防認知症対応共同生活介護計画を 作成し 、

その計画に従っ たサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を し 、 状況に応じ た

見直し を 行う 。  

４  入居者は、 事業者が加入する、 社会福祉施設賠償責任保険対象者と なる。  

５  提供し たサービスに係る 入居者から の苦情については、 苦情解決マニュ アルに従っ

て必要な措置を 講ずるも のと する。  

６  こ の規定に定める事項の外、 運営に関する 重要事項は社会福祉法人尚生会理事長と

施設の管理者と の協議に基づいて定めるも のと する。  

 

附則 

平成 1５ 年１ ２ 月 １ 日 施  行 

平成１ ７ 年 ３ 月２ ５ 日 一部改正 

平成１ ８ 年 ４ 月 １ 日 一部改正 

平成２ １ 年 ４ 月 １ 日 一部改正 

平成２ ４ 年 ４ 月 １ 日 一部改正 

平成２ ５ 年 ４ 月 １ 日 一部改正 

平成２ ６ 年 ４ 月 １ 日 一部改正 

平成２ ７ 年 ４ 月 １ 日 一部改正 



平成２ ７ 年 ８ 月 １ 日 一部改正 

平成２ ９ 年 ４ 月 １ 日 一部改正 

平成３ ０ 年 ４ 月 １ 日 一部改正 

                        令和元年  １ ０ 月  １ 日 一部改正 

令和２ 年   ４ 月  １ 日 一部改正 

令和３ 年  ４ 月 １ 日 一部改正 

令和４ 年 １ ０ 月 １ 日 一部改正 

令和５ 年  ４ 月 １ 日 一部改正 

令和６ 年  ４ 月 １ 日 一部改正 
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（ 事業の目的）  

第１ 条 こ の規程は、 社会福祉法人尚生会が開設する共用型指定認知症対応型通所介護センタ

ーと ちぎ（ 以下「 事業所」 と いう 。） が行う 共用型指定認知症対応型通所介護事業及び共用型

指定介護予防認知症対応型通所介護事業（ 以下「 事業」 と いう 。） の適正な運営を 確保する為

に、 人員及び管理運営に関する事項を 定め、 要介護状態（ 介護予防にあっ ては要支援状態）

にある高齢者に対し 、 適正なサービスを 提供するこ と を 目的と する。  

 

（ 運営の方針）  

第２ 条 要介護状態で あり 、 認知症である高齢者（ 認知症の原因疾患が急性の状態にある方を

除く 。 以下同じ ） が、 可能な限り 在宅において、 その有する能力に応じ 自立し た日常生活を

営むこ と ができ るよう 、 小規模な生活の場の中で必要な日常生活上の介護及び機能訓練を 行

う こ と により 、 利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持向上並びに利用者の家族

の身体的、 精神的負担の軽減を 図るこ と と する。  

２  要支援状態であり 、 認知症である高齢者が、 運動機能や栄養改善と いっ た特定の機能改善

を 目指すも のだけでなく 、 可能な限り 在宅において、 その有する能力に応じ 自立し た日常生

活を 営むこ と ができ るよう 、 必要な支援及び機能訓練を 行う こ と により 、 利用者の心身機能

の維持回復を 図るも のと する。  

３  事業の実施にあたっ ては、 関係市町村、 居宅介護支援事業所、 地域包括支援センタ ー、 地

域の保健・ 医療・ 福祉サービスと の綿密な連携を 図り 、 総合的なサービスの提供に努めるも

のと する。  

 

（ 実施主体）  

第３ 条 事業の実施主体は、 社会福祉法人尚生会と する。  

 

（ 事業所の名称）  

第４ 条 事業を 行う 事業所の名称及び所在地は、 次のと おり と する。  

（ １ ） 事業所 ｢共用型指定認知症対応型通所介護セン タ ーと ちぎ｣ 

（ ２ ） 所在地  芳賀郡茂木町茂木６ ３ 番２ ８  

 

（ 職員の職種、 人数及び職務内容）  

第５ 条 事業所に勤務する職員の職種、 員数及び職務内容は次のと おり  

と する。  

（ １ ） 管理者   １ 名（ 兼務）  

管理者は、 事業所の職員及び業務の管理を 行う 。  

（ ２ ） 生活相談員 １ 名（ 兼務）  



生活相談員は、 事業所に対する利用の申込みに係る調整、 認知症対応型通所介護及び介

護予防認知症対応型通所介護計画（ 以下「 介護計画」 と いう 。） の作成を行う 。  

（ ３ ） 介護職員  １ 名以上 

   各職種の職員は、 グループホームグリ ーンハウスと ちぎの職員を 兼務する。 但し 、 生活

相談員は計画作成担当者を 兼務する。  

 （ ４ ） 機能訓練指導員 1 名以上（ 兼務）  

    機能訓練指導員は、 利用者の機能訓練、 口腔機能向上訓練及び認知症対応型通所介護の

提供にあたる。  

（ 営業日及び営業時間）  

第６ 条 事業所の営業日及び営業時間は、 次のと おり と する。  

（ １ ） 営 業 日 ｢月曜日から 金曜日｣の週５ 日間と する。  

（ ２ ） 営業時間 ｢午前８ 時３ ０ 分～午後５ 時３ ０ 分｣ 

送迎を 含むサービス提供時間は、 午前９ 時３ ０ 分～午後４ 時４ ０ 分と する。 ただし 、

家族送迎の場合は、 通常の営業時間の限り ではない。  

（ ３ ） 休 業 日 「 土曜日、 日曜日、 12 月 31 日～1 月 3 日、 8 月 13 日～15 日｣と する。  

 

（ 利用定員）  

第 7 条 利用定員は、 １ 日１ ユニッ ト ３ 名までと する。  

 

（ 事業所の内容及び利用料その他の費用の額）  

第 8 条 介護及び介護予防サービスの内容は次のと おり と し 、 認知症対応型通所介護サービス

を 提供し た場合の利用料の額は、 厚生労働大臣が定める基準によるも のと し 、 当該介護及び

介護予防サービスが法定代理受領サービスであると き は、 市町村が定めた負担割合に準じ た

額と する。  

（ ア） 生活相談（ イ） 介護サービス（ ウ） 入浴サービス（ エ） 食事サービス 

（ オ） 送迎サービス（ カ ） 延長サービス（ キ） 介護方法の指導 

（ ク ） 健康状態の確認。  

詳細は、 別紙に定める利用料金表の通り と する。  

２  前項の支払いを 受ける額のほか、 次の各号に揚げる費用の額の支払いを 利用者から 徴収す

るこ と と する。  

（ １ ） 食費は、 ６ ０ ０ 円を 徴収する。  

（ ２ ） おむつ代等は、 実費相当額を 徴収する。  

（ ３ ） 教養娯楽費等は、 実費を 徴収する 

（ ４ ） レ ク リ ェ ーショ ン等、 趣味活動費は希望者のみ材料代等の実費を 徴収する。  

（ ５ ） 抗原検査実施を 実施し た場合には実費を 徴収する。  



３  前項の費用の額に係るサービスの提供にあたっ ては、 あら かじ め利用者又は家族に対し 、

当該サービスの内容及び費用について説明を 行い、 同意を 得るこ と と する。  

（ 事業の実施地域）  

第 9 条 通常の事業の実施地域は、 茂木町と する。  

（ サービス提供にあたっ ての留意事項）  

第 10 条 利用者がサービスを 受ける際には、 次の説明を事前に行う こ と と する。  

（ １ ） 認知症対応型通所介護利用日の利用料金、 持参品に関するこ と 。  

（ ２ ） 各部屋、 設備を 利用する際の注意事項に関するこ と 。  

（ ３ ） 利用者の緊急連絡先、 主治医に関するこ と 。  

 

（ 緊急時等における対応方法）  

第 11 条 認知症対応型通所介護の介護サービスを 実施中に、利用者の病状に急変その他、緊急

事態が生じ た場合は、 速やかに主治医、 家族及び市町村介護保険担当課、 担当介護支援専門

員等に連絡するなどの措置を 講ずると と も に、 管理者への報告を 行う 。  

 

（ 非常災害対策）  

第 12 条 法人の消防計画に基づき 、 定期的な日中の避難訓練、 救出訓練、 その他必要な訓練

を 実施する。 また、 地域住民と の連携が図れるよう に訓練参加が得ら れるよう 努める 

 

（ ハラ ス メ ント 対策の強化）  

第 13 条 事業所は、 適切なサービスの提供を 確保する観点から 、 職場において行われる性的な

言動又は優越的な関係を 背景と し た言動であっ て業務上必要かつ相当な範囲を 超えた

も のにより 従業員の就業環境が害さ れるこ と を 防止するための方針の明確化等の必要

な措置を 講ずるも のと する。  

 

（ 高齢者虐待防止の推進）  

第 14 条 事業所は、 利用者の人権の擁護・ 虐待等の防止のため次の措置を 講ずるも のと する。 

（ １ ） 責任者の選定（ 責任者： デイ サービス管理者）  

（ ２ ） 虐待を 防止するための従業員に対する研修の実施（ 年２ 回）  

（ ３ ） 虐待に対する相談窓口の設置 

（ ４ ） その他虐待防止のために必要な措置 

 ２  事業者は、 サービス提供中に、 当該事業所従業者又は擁護者（ 利用者の家族等高齢者を

現に擁護する者） による虐待を 受けたと 思われる 利用者を 発見し た場合は、 速やかに、 こ

れを 市町村に通報するも のと する。  

 



（ 感染症対策の強化）  

第 15 条 事業所は、 事業所において感染症が発生し 、 又はまん延し ないよう に、 次の各号にお

ける措置を 講じ るも のと する。  

１  事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を 検討する委員会を おおむね 

６ 月に１ 回以上開催すると と も に、 その結果について、 従業者に周知徹底を 図る。  

２  施設における感染症の予防及びまん延防止のための指針を 整備する。  

３  事業所において、 従業者に対し 、 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を 定 

期的に実施する。  

 

（ 業務継続に向けた取組の強化）  

第 16 条 事業所は、 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する提供を 継続的に実施

するための、 及び非常時の体制で早期の業務再開を 図るための計画（ 以下「 業務継続

計画」 と いう 。） を 策定し 、 当該業務継続計画に従い必要な 措置を 講じ る も のと する。 

２  事業所は、 従業者に対し 、 業務継続計画について周知すると と も に、 必要な研修及び訓練を  

年 2 回以上実施するも のと する。  

３  事業所は、 定期的に業務継続計画の見直し を 行い、 必要に応じ て業務継続計画の変更を行う  

も のと する。  

 

（ その他運営に関する重要事項）  

第 17 条  

１  介護計画の作成、 計画に従っ たサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を 行う 。  

２  利用者の使用する施設、 食器その他の設備又は飲用に供する 水について、 衛生的な管理に

努め、 衛生上必要な措置を 講ずる。  

    ３  事業所において感染症が発生し 、 又はまん延し ないよう に必要な措置を 講ずるよう に努め

る。  

    ４  事業所の職員は、 業務上知り 得た利用者又は家族の秘密について個人情報保護法、 その他

関係法令及び厚生労働省のガイ ド ラ イ ンを 遵守し 保持する。 また、 事業所の職員でなく な

っ た後においても 、 同様と する。  

５  介護従事者の資質向上を 図るため、 研修機会及び会議などを 別紙、 事業計画書のと おり と

する。  

６  利用者に対し て、 事業者が行っ たサービス提供に関する諸記録は、 利用解約後、 5 年間は

保存する。        

７  利用者は、 事業所が加入する保険会社の賠償責任保険対象者と なる。  

８  こ の規程に定める事項の外、 運営に関する重要事項は社会福祉法人尚生会と 事業所の管理

者と の協議に基づいて定めるも のと する。  



附     則 

こ の規程は、 平成２ ６ 年 ４ 月 １ 日から 施行する。  

                平成２ ７ 年 ４ 月 １ 日 一部改正 

平成２ ７ 年 ８ 月 １ 日 一部改正 

平成２ ９ 年 ４ 月 １ 日 一部改正 

平成３ ０ 年 ４ 月 １ 日 一部改正 

令和元年 １ ０ 月 １ 日 一部改正 

令和２ 年  ４ 月 １ 日 一部改正 

令和３ 年  ４ 月 １ 日 一部改正 

令和４ 年 １ ０ 月 １ 日 一部改正 

令和 5 年  ４ 月 １ 日 一部改正 

令和 6 年  ４ 月 １ 日 一部改正 

 

 

 


